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４．評価・方向性　　ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ

当初 補正後

人 時間（内時間外）： h

人 時間（内時間外）： h

成
果
指
標

目標値

実績値

事業量 増加

労働量 増加

評価欄

２億円としていた寄付金総額は大きく上回ることができた。
ただし、工業会との事業参加の協議ができておらず、参加事業者数を大幅に
増やすことができなかった。
また、中間支援業者が各ポータルサイトで異なることで市担当者の事務や返
礼品事業者の発送事務などが煩雑になった。効率的に事務を行うことが、企
業の参加意欲の向上にもつながるため、寄附金額の増額を目指す方策として
サイトと参加事業者をつなぐ中間支援業者を一本化する方向での検討が必要
と考える。

C

事業の方向性 拡大・拡充

投入資源の方向性

具体的な改善策・今後の展望等

中間支援事業者の一本化を図り、ポータルサイトと参加事業社の増加を目指す。

125,584 234,239

0 0

0 0

0 0

0

職員数／時間
正規

非正規

行
動
計
画

計画

実績

予算額（Ａ）

財
源
内
訳

国庫支出金

県費支出金

地方債

その他特定財源

一般財源

決算額（Ｂ）

差引額（Ａ－Ｂ）

125,584

事
業
の
目
的
等

事
業
概
要

３．経費・指標　　ＤＯ

本市を応援くださる方、本市で生まれ育った方など

（２）活動内容・・・・・どのようなことを行うのか

大手サイトを活用し全国的に広報するととともに、地元産品等の返礼品を充実し、本市を応援してくださる方が積極的にふるさと納税いただける制度を運
営する。

（３）期待できる効果・成果・・・・・どのような成果・効果が期待できるのか

ふるさと納税を活用し本市をPR（シティセールス）することで、本市の取組や資源等に関心を持っていただく方が増える。納税いただくことで、間接的に
まちづくりに参加いただく方が増える。（関係人口の増加）また、返礼品を充実することで域内経済に好循環が生まれ、結果本市の歳入が増える。

◎段階的に寄付額を増やすために、例年、魅力ある返礼品（地場産品やサービスなど）ラインナップの充実に取り組む。
◆平成２９年度
・ふるさと納税制度のリニューアル（10月2日開始）

◆令和元～２年度
・インターネットや全国版の新聞・雑誌等での広報
・寄附者への使途の報告、魅力のある返礼品の募集と開拓

◆令和３年度～
・宣伝効果が高いためポータルサイトを主とした広告を行う。
・ポータルサイトと返礼品事業者をつなぐ中間支援事業社の一本化を行った後、ポータルサイトを拡充。

他部署との関連及び関
係団体

地元商業者の対応・・・・商工労政課
地元観光業者の対応・・・観光企画推進課
地元農業者の対応・・・・農業振興課
森林組合の対応・・・・・林業振興課

20 年度 終了年度 令和 年度 事務事業優先順位 2 ／ 12 中

款 ０２

０７４８－６９－２１０６ E-mail koka10041000@city.koka.lg.jp

コード

０８ 企画費

総
合
計
画

分野
総務費

項 ０１ 総務管理費

目

中事業 ０２ 政策推進事業

13 農林畜水産

予
算
科
目

施策 36

所属コード 10041000

連絡先（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

１．基本事項
コード 名称

会計 ０１ 一般会計

個別計画等

開始年度 平成

大事業 企画一般経費

・寄附の受付、返礼品の送付、返礼品のラインナップの充実
・インターネットや全国版の新聞・雑誌等での広報、返礼品の募集
・アフタースカーレットの利用促進

大型 主要
小事業 ０２

法令等根拠 地方税法第３７条の２

地域ブランドの展開

区分 挑戦 公約

０２

２．計画・概要　ＰＬＡＮ
（１）対象・・・・・誰に（何に）

ふるさと納税額：２億円→４億円（予算補正後）

ふるさと納税：３億５，４１８万円

令和2年度

事務事業評価シート

職員数： 1 760

職員数：

・寄附の受付、返礼品の送付、返礼品のラインナップの充実
・インターネットや全国版の新聞・雑誌等での広報、返礼品の募集
・工業団地の企業への返礼品提供アプローチ
・クラウドファンディングの実施
・アフタースカーレットの利用促進

0

234,239

160,335

73,904

事業名 ふるさと納税推進事業

担当部課 政策推進課

ふるさと納税推進事業

名称

1



４．評価・方向性　　ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ

当初 補正後

人 時間（内時間外）： h

人 時間（内時間外）： h

・まちづくり活動センター「まるーむ」を拠点として、区・自治会や自治振
興会等の地縁型型組織とＮＰＯ等のテーマ型組織との連携、強化を図り、協
働による取り組みをコーディネートする。
・中間支援組織の設立を支援しながら、市民活動のスキルアップや資金調
達、ソーシャルビジネス等に取り組む地域、団体を応援する。

◎相談件数２５件・・（子育てサロンに関する団体の紹介、団体の設立につ
いて、退職後の生きがいづくり、広報の作成、自治振興会どおしの交流な
ど）
◎市民活動応援講座・・web会議（7/10）、労務セミナー（9/28）の開催
◎市民が講師を務めるまちづくりカレッジ（3/28）の開催

令和2年度

事務事業評価シート

職員数： 1 1,820

職員数： 2 1,820

・まちづくり基本条例の推進に基づく施設運営の在り方検討
・令和３～６年度内での、まちづくり活動団体等への指定管理の検討

3,418

6,199

306

事業名 まちづくり活動センター運営事業

担当部課 政策推進課

まちづくり活動センター運営事業

名称

個別計画等 ー

開始年度 平成

大事業 テーマコミュニティ活動推進事業

・施設の運営に関する運営協議会の立ち上げ
Üまるーむの利用状況について（令和２年度）－
・まるーむの利用状況　利用者数約１９,000人・登録団体６８
－まるーむの施設の在り方についてー

・中間支援としての役割・活動拠点としての役割・相談、コーディネート業
務・他の中間支援組織（商工会、社会福祉協議会、図書館など）とのネット
ワーク

大型 主要
小事業 05

法令等根拠 甲賀市まちづくり活動センター条例、甲賀市まちづくり活動センター条例施行規則、甲賀市まちづくり活動センター運営協議会設置要綱

市民活動ネットワークの促進

区分 挑戦 公約

03

２．計画・概要　ＰＬＡＮ
（１）対象・・・・・誰に（何に）

所属コード 10044000

連絡先（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

１．基本事項
コード 名称

会計 01 一般会計

款 02

０７４８－７０－2595 E-mail koka10044000@city.koka.lg.jp

コード

14 自治振興費

総
合
計
画

分野
総務費

項 01 総務管理費

目

中事業 01 テーマコミュニティ活動推進事業

1 市民自治

予
算
科
目

施策 2

他部署との関連及び関
係団体

危機管理課、人権推進課、長寿福祉課、社会教育スポーツ課　等
市民（事業者、市民活動団体　等）

30 年度 終了年度 令和 年度 事務事業優先順位 1 ／ 25 中

事
業
の
目
的
等

事
業
概
要

３．経費・指標　　ＤＯ

・情報収集、発信機能、相談機能、資源の掘り起こし、交流、コーディネート機能、市民活動の研修、調査研究機能

NPO法人やボランティア団体をはじめ、市民活動を行っている市民、市民活動団体、区・自治会、自治振興会　等

（２）活動内容・・・・・どのようなことを行うのか
　複雑で多様な地域課題を克服し、活気あふれる地域づくりを進めていくために、全市をあげて市民協働の取り組みを進めるため、市民が交流し協働の拠
点となる施設整備運営、管理を行う。また、市民協働の取り組みを推進するため、行政と市民をはじめ地域で活動する多様な団体等の間に立って、活動状
況に応じ支援ができる仕組み（中間支援）を構築する。

（３）期待できる効果・成果・・・・・どのような成果・効果が期待できるのか
　市民活動の拠点施設であるまちづくり活動センター「まるーむ」の機能を充実させることで、まちづくりに関わる市民等の裾野が広がり、市民による新
たな連携・協働が各地域で生まれることが期待できる。

6,228

職員数／時間
正規

非正規

行
動
計
画

計画

実績

予算額（Ａ）

財
源
内
訳

国庫支出金

県費支出金

地方債

その他特定財源

一般財源

決算額（Ｂ）

差引額（Ａ－Ｂ）

成
果
指
標

目標値

実績値

事業量 増加

労働量 増加

評価欄

　市民活動支援に繋がる講座等の開催のほか相談業務や情報提供を行った
が、窓口対応に留まっており、今後は市内全域を対象とする展開が必要

Ｂ

事業の方向性
〇市内を拠点に活動している市民、市民活動団体等を対象に、複雑・
多様化する地域課題に対応できる団体・人材の育成

投入資源の方向性

具体的な改善策・今後の展望等

〇相談体制の強化、中間支援体制についての検討（視察・先進地事例）、中間組織ネット
ワークの構築
〇まるーむ運営協議会、市民参画・協働推進検討委員会の開催
〇市民活動団体支援セミナーの開催

6,505 6,505

3,087

2



４．評価・方向性　　ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ

当初 補正後

人 時間（内時間外）： h

人 時間（内時間外）： h

事
業
の
目
的
等

事
業
概
要

３．経費・指標　　ＤＯ

－

成
果
指
標

目標値

実績値

事業量 現状維持（平行して今後のあり方を検討）

労働量 現状維持（平行して今後のあり方を検討）

評価欄

左記実績により地域情報基盤の安定的運営を行うことができたが、当該事
業の目標である、行政情報を発信する「音声放送端末機設置」の全世帯へ
の設置については、現状と目標に大きな差が生じており、更なる検討が必
要である。

Ｂ

事業の方向性 現状維持（平行して今後のあり方を検討）

投入資源の方向
性

具体的な改善策・今後の展望等

地域情報基盤整備事業は、設備老朽化対応や技術革新への対応等、重要課題を有してい
ることから、国の動向や本市総合計画等との連動を基本としながら、「今後のあり方
（方向性）」について、令和３年度より検討に着手する。

208,221 181,721

0

10,000

職員数／時間
正規

非正規

行
動
計
画

計画

実績

予算額（Ａ）

財
源
内
訳

国庫支出金

県費支出金

地方債

その他特定財源

一般財源

決算額（Ｂ）

差引額（Ａ－Ｂ）

198,221

0 0

0 0

0

④地域情報基盤施設増設・修繕事業 ・新規造成団地への光ファイバー延伸対応、機器故障対応

⑤地域情報基盤整備負担金事業 ・音声放送端末機の増設整備に伴う負担金

①地域情報基盤施設保守管理事業 ・地域情報基盤施設の安定的運営や放送・通信を確保するための保守管理

②地域情報サービス運営事業 ・音声放送端末機からの音声放送、光テレビによるコミュニティ放送事業の運営

③地域情報基盤整備施設機器更新（リプレイス）事業 ・地域情報基盤施設の長寿命化対応（機器更新）

市民（音声放送端末機設置者、㈱あいコムこうか加入者を含む）

（２）活動内容・・・・・どのようなことを行うのか

本市の地域情報化を支える地域情報基盤施設の保守管理やセンター機器の更新、整備拡大等

（３）期待できる効果・成果・・・・・どのような成果・効果が期待できるのか

市内全域において、光インターネットサービス、ケーブルテレビ、ＩＰ電話及び音声放送端末機による情報伝達の仕組みを確立

終了年度 令和 Ü 年度 事務事業優先順位 1 ／ 14 中

２．計画・概要　ＰＬＡＮ

款 02

０７４８－６９－２１１２ E-mail koka10043000@city.koka.lg.jp

コード

09 情報管理費

総
合
計
画

分野
総務費

項 01 総務管理費

目

中事業 01 地域情報基盤整備事業

12 安全・防災

予
算
科
目

施策 31

所属コード 10043000

連絡先（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

１．基本事項
コード 名称

会計 01 一般会計

個別計画等 甲賀市地域情報化計画（甲賀市ＩＣＴ推進ビジョン）

開始年度 平成

大事業 地域情報基盤整備事業

①安定的な保守管理を実施（あいコム連携）
②音声放送端末機・データ放送による情報発信を実施（あいコム連携）
③機器更新２件を実施（３次集約スイッチ、監視設備）（あいコム連携）
④光ファイバー延伸対応等を実施（秋葉北）（あいコム連携）
⑤音声放送端末機の増設対応を実施

大型 － 主要 －
小事業

法令等根拠 甲賀市地域情報基盤管理規則

安全・安心対策の強化

区分 挑戦

04

（１）対象・・・・・誰に（何に）

他部署との関連及び関
係団体

秘書広報課、危機管理課、㈱あいコムこうか

24 年度

※ 音声放送端末機の設置世帯率　７０％（令和６年度）

　　（令和２年度末）
※ 音声放送端末機の加入世帯率　５７％（２０，８８２件）

令和2年度

事務事業評価シート

職員数： 0.9 1,344 (117)

職員数： 0 0

①地域情報基盤施設の保守管理
②音声放送端末機・光テレビによるコミュニティ放送の運営
③地域情報基盤施設の機器更新
④新規造成団地等への光ファイバー延伸対応、機器故障対応
⑤音声放送端末機の増設整備対応

10,000

171,721

174,676

7,045

事業名 地域情報基盤整備事業

担当部課 情報政策課

名称

3



４．評価・方向性　　ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ

当初 補正後

人 時間（内時間外）： h

人 時間（内時間外）： h

単発のイベントでない継続的な課題解決の取り組みを複数実施している自
治振興会が65％以上

〇新型コロナウイルス感染症拡大のため、事業の中止、縮小が多かった。一
方で、ＺＯＯＭによる会議運営、コロナウイルスに対する偏見や差別となら
ない啓発等といった事業の転換を図る取り組みがなされた。

令和2年度

事務事業評価シート

職員数： 5 300

職員数： 1 100

【市民参画・協働推進検討委員会の開催】
　〇甲賀市まちづくり基本条例推進に向けた意見交換

・小規模多機能自治の推進、７つの提言に基づいた方向性の検討
【自治振興会意見交換会の開催】
　〇地域共生社会と小規模多機能自治の推進

・コロナ禍における自治振興会の活動状況について

160,000

152,127

7,873

事業名 自治振興交付金交付事業

担当部課 政策推進課

自治振興交付金交付事業

名称

個別計画等

開始年度 平成

大事業 地域コミュニティ活動推進事業

〇自治振興交付金の事業加算金から事務加算金へ補填できる割合を１割から
２割に変更
〇11月25日～12月３日にかけて、旧町域ごとの意見交換会の実施

大型 主要
小事業 04

法令等根拠
・甲賀市まちづくり基本条例（第１８条）
・甲賀市自治振興会等規則

自治振興会活動の促進

区分 挑戦 公約

05

２．計画・概要　ＰＬＡＮ
（１）対象・・・・・誰に（何に）

所属コード 10044000

連絡先（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

１．基本事項
コード 名称

会計 01 一般会計

款 02

０７４８－７０－６０３２ E-mail koka10044000@city.koka.lg.jp

コード

14 自治振興費

総
合
計
画

分野
総務費

項 01 総務管理費

目

中事業 01 地域コミュニティ活動推進事業

1 市民自治

予
算
科
目

施策 1

他部署との関連及び関
係団体

長寿福祉課、危機管理課、生活環境課等　自治振興会

23 年度 終了年度 令和 年度 事務事業優先順位 8 ／ 25 中

事
業
の
目
的
等

事
業
概
要

３．経費・指標　　ＤＯ

⑥地域の特性を生かす創作、創造活動
⑦その他、地域のまちづくりに関し、特に必要があると自治振興会が認める活動

甲賀市まちづくり基本条例、甲賀市自治振興会等規則に基づき、市は「自治振興交付金」を自治振興会活動への必要な財源として交付

〇自治振興会活動
①暮らしの安全・安心、防災に関する活動
②人権尊重（必須）、健康づくり、福祉の増進に関する活動
③快適な生活環境及び景観の保全に関する活動
④社会教育や生涯学習に関する活動

甲賀市自治振興会等規則に基づく自治振興会
・市内２３自治振興会（分会含め２５自治振興会）
・自治振興会は、その地域（概ね小学校区）に住む又はその地域で活動、生活する市民団体、事業を行う個人・法人等で構成し、自主的かつ主体的にまち
づくりを推進する組織。

（２）活動内容・・・・・どのようなことを行うのか
自治振興会が行う「まちづくり」事業
・自治振興交付金の手引きに基づく、地域それぞれの課題解決や魅力の向上に向けた事業（活動）を支援
・自治振興会ごとの取り組みや地域の実情に応じ、自治振興交付金制度の見直し（仕組み等）を検討、運用

（３）期待できる効果・成果・・・・・どのような成果・効果が期待できるのか
・概ね小学校区域において、小規模ながら生活するうえで必要な機能を備えた住民自治の仕組み（小規模多機能自治）が構築できる。
・従前の行政主導ではなく、地域に住む住民又はその地域で活動する市民団体等が主体となった協働のまちづくりが推進できる。

⑤地域のスポーツ、文化及び産業の継承と創出に関する活動

160,000

職員数／時間
正規

非正規

行
動
計
画

計画

実績

予算額（Ａ）

財
源
内
訳

国庫支出金

県費支出金

地方債

その他特定財源

一般財源

決算額（Ｂ）

差引額（Ａ－Ｂ）

成
果
指
標

目標値

実績値

事業量 増加

労働量 増加

評価欄

〇甲賀市市民参画・協働推進検討委員会の提言を踏まえ、自治振興交付金
の
弾力的な活用の一つとして事務加算金への補填の枠を２割に変更した。
〇今後、自治振興会、区・自治会の整理に関する方向性を議会をはじめ、
区長連合会役員会、自治振興会代表者会議等へ説明に入る。
〇新型コロナウイルス感染症拡大のため、事業の中止・縮小に伴う自治振
興交付金の返還金が多かった。
（25自治振興会12自治振興会より返還）

Ｂ

事業の方向性
〇引き続き自治振興会による住民自治の推進を図る
・地域との対話の後、令和５年度を目標に手続き等の諸準備を進め
る。

投入資源の方向性

具体的な改善策・今後の展望等

〇市民参画・協働推進検討委員会から提案された７つの提言を踏まえ、自治振興交付金の
弾力的な活用、行事、イベントの実施から課題解決に向けた事業型への転換を図ってい
く。
〇自治振興交付金の運用、自治振興会の範囲、自治振興会と区・自治会との関係、自治振
興会の市民への周知、地域マネージャーによる支援、地域市民センターの位置付けについ
て方向性を示し、地域への説明、意見聴取を行う。

160,000 160,000

4



４．評価・方向性　　ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ

当初 補正後

人 時間（内時間外）： h

人 時間（内時間外）： h

成
果
指
標

目標値

実績値

事業量 増加

労働量 増加

評価欄

・多文化共生推進員が中心となり、信楽における日本語サロンの開設や市民
向け講演会の開催、求職者を対象とした就労セミナーの実施など、多文化共
生の推進を図ることができた。
・外国人相談センターの開設や外国人相談員の雇用など、コロナ対策を行っ
た。

Ｂ

事業の方向性 拡大・拡充

投入資源の方向性

具体的な改善策・今後の展望等

国際交流協会との連携を図るなかで事業の役割分担を明確化し、効率的かつ効果的な多文
化共生事業を進めていく。

4,209 10,730

6,400

職員数／時間
正規

非正規

行
動
計
画

計画

実績

予算額（Ａ）

財
源
内
訳

国庫支出金

県費支出金

地方債

その他特定財源

一般財源

決算額（Ｂ）

差引額（Ａ－Ｂ）

4,209

事
業
の
目
的
等

事
業
概
要

３．経費・指標　　ＤＯ

・第２次多文化共生推進計画に基づく事業の実施
・日本語教室(信楽地域)スタートアップ事業
・コロナ禍における外国人市民への情報発信・相談対応

・多文化共生推進員の雇用

市民（外国人市民を含む）、関係機関、関係団体、外国人労働者を雇用する市内企業、事業所、地域団体

（２）活動内容・・・・・どのようなことを行うのか

関係機関と連携を図りながら、甲賀市に合った共生社会のモデルの構築をめざす。

（３）期待できる効果・成果・・・・・どのような成果・効果が期待できるのか

外国人住民・日本人住民がともに、本市のまちづくりの一員として活躍に取り組むことが期待できる。

甲賀市の外国人市民は令和３年２月末約3,800人で、総人口に占める割合は約4.2％と外国人が集住する地域である。このことから、「多文化共生推進計
画」で定める各種事業の実施より、多文化共生社会の実現に結びつく取り組みを推進し、日本人市民も外国人市民もともに住みやすいまちづくりを行う。

他部署との関連及び関
係団体

　多文化共生推進委員会、多文化共生推進庁内チーム、甲賀市国際交流協会 等

16 年度 終了年度 令和 年度 事務事業優先順位 10 ／ 26 中

款 02

69－2116 E-mail koka10041000@city.koka.lg.jp

コード

15 国際交流費

総
合
計
画

分野
総務費

項 01 総務管理費

目

中事業 02 国際化推進事業

2 市民共生

予
算
科
目

施策 2

所属コード 10041000

連絡先（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

１．基本事項
コード 名称

会計 01 一般会計

個別計画等 甲賀市多文化共生推進計画

開始年度 平成

大事業 国際交流推進事業

①多文化共生推進計画に基づき、多文化共生社会の実現に向けた取り組みを
行った。
②「しがらきにほんごサロン」を開設した。

大型 主要
小事業 01

法令等根拠

多文化共生の推進

区分 挑戦 公約

01

２．計画・概要　ＰＬＡＮ
（１）対象・・・・・誰に（何に）

当該年度の多文化共生推進計画の７割が計画通り実施

・計画の実施と併せ、進捗管理を行った。
・外国人相談員２名を雇用し、コロナに関する相談対応を行った。

令和2年度

事務事業評価シート

職員数： 2 3,800 (80)

職員数： 1 1,860

①甲賀市多文化共生推進計画の進捗管理
②多文化共生推進員による多文化共生の推進

4,330

9,662

1,068

事業名 国際化推進事業

担当部課 政策推進課

国際化推進事業

名称

5



所管 総合政策部

２款  総務費

 １項　総務管理費　　

決算額（円） 件名 契約先 契約種類

1 一般管理費 2 一般行政推進経費 (489,632)

489,632 市長車運転業務委託（単契） 近江タクシー株式会社水口営業所 入札

3 広報広聴費 1 広報広聴活動事業 (51,985,120)

1,862,520 ホームページ管理システム保守委託 ソンズ株式会社 1者随契

46,657,600 市広報テレビ番組制作放送業務委託 株式会社あいコムこうか 1者随契

3,465,000 市民意識調査業務委託 株式会社地域計画建築研究所 入札

8 企画費 2 企画一般経費 (48,059,611)

8,987,219 甲賀市ふるさと納税事業支援業務委託 株式会社ＪＴＢ　滋賀支店 １者随契

28,753,692 甲賀市ふるさと納税事業支援業務委託 株式会社さとふる １者随契

10,153 甲賀市ふるさと納税  寄附金受領証明書発行代行委託 株式会社さとふる １者随契

10,243,547 甲賀市ふるさと納税事業支援業務委託 楽天株式会社 １者随契

65,000 油日ニュータウン市有地管理委託 鹿深台区 １者随契

71 企画一般経費（繰越） (51,700,000)

51,700,000 （仮称）鮎河コミュニティーセンター整備工事設計業務委託 株式会社　岡村設計 入札

9 情報管理費 2 情報管理処理一般経費 (129,036,226)

118,800 裁断機保守業務委託 株式会社ｼﾞｪｲｴｽｷｭｰﾌﾞ　第六営業本部 １者随契

756,800 指紋認証システム保守委託 日本電子計算株式会社　大阪支店 １者随契

319,000 ペーパーレス会議システム運用保守業務委託 株式会社日立システムズ　関西支社 １者随契

12,226,830 端末資産管理システム保守業務委託 キステム株式会社 １者随契

15,272,840 システムエンジニア派遣業務委託 キステム株式会社 入札

14,920,400 納付書等印刷封入封緘作業業務委託（長期継続契約） 京都電子計算株式会社 １者随契

2,992,000 基幹系システム運用管理業務委託 トーテックアメニティ株式会社　京滋事業所 １者随契

88,000 おうみ自治体クラウド・住基ネット運用保守サービス トーテックアメニティ株式会社　京滋事業所 １者随契

299,200 戸籍システム追加ソフトウェア保守業務委託 トーテックアメニティ株式会社　京滋事業所 １者随契

493,856 基幹系システム認証強靭化保守業務委託 トーテックアメニティ株式会社　京滋事業所 １者随契

5,659,500 基幹系システムデータ抽出作業業務委託 日本電子計算株式会社　大阪支店 １者随契

令和２年度　　　　業　務　委　託　一　覧

目 事業名

　令和３年９月定例会　予算決算常任委員会資料
　関  連  議  案  番  号　：　議案第 ６１ 号
　所　管　部　局　名　 　 ：  総 合 政 策 部
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決算額（円） 件名 契約先 契約種類目 事業名

4,125,000 住民税・介護認定システムデータ抽出作業業務委託 日本電子計算株式会社　大阪支店 １者随契

495,000 マイナンバーＶＰＮ装置移行業務委託 トーテックアメニティ株式会社　京滋事業所 １者随契

209,000 新基幹系システム切替ネットワーク対応業務委託 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 １者随契

110,000 基幹系システムデータ移行支援業務委託 バンネットワーク株式会社 １者随契

66,000,000 おうみ自治体クラウド甲賀市基幹系システム構築業務委託 トーテックアメニティ株式会社　京滋事業所 １者随契

770,000 旧基幹系機器等処分業務委託 日本電子計算株式会社　大阪支店 １者随契

264,000 基幹系追加ネットワーク設定業務委託 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 １者随契

2,970,000 公金収納サービス導入業務委託 株式会社滋賀銀行 １者随契

946,000 自治体クラウド技術支援業務委託 情報システム監査株式会社 １者随契

3 地域情報化推進事業 (2,750,000)

2,750,000 経営改善計画モニタリング支援業務委託 ＥＹ新日本有限責任監査法人 １者随契

4 地域情報基盤整備事業 (84,431,600)

59,950,000 甲賀市地域情報基盤施設管理業務委託 株式会社あいコムこうか １者随契

195,800
甲賀市地域情報基盤施設光ファイバー網増設調査
設計業務委託

株式会社あいコムこうか １者随契

16,995,000 甲賀市地域情報サービス運営業務委託 株式会社あいコムこうか １者随契

6,622,000 甲賀市データ放送システム導入業務委託 ジャパンケーブルキャスト株式会社 プロポーザル

298,100 甲賀市データ放送システム河川情報追加業務委託 ジャパンケーブルキャスト株式会社 １者随契

370,700
甲賀市臨時災害放送局用ＦＭ送信機特性測定業務委
託

株式会社ＮＨＫテクノロジーズ大阪総支社 １者随契

5 スマートシティ推進事業 (6,547,750)

24,750 式典会場設営業務委託 株式会社カワシマ １者随契

2,200,000 甲賀市公共施設予約システム構築業務委託 株式会社オフィスメーション １者随契

1,529,000 おうみ自治体クラウド・ＲＰＡおよびＡＩ－ＯＣＲ導入及び運用・利用事業トーテックアメニティ株式会社　京滋事業所 １者随契

99,000 AI-OCR帳票定義作業（ふるさと納税申請書） トーテックアメニティ株式会社　京滋事業所 １者随契

1,100,000 甲賀市ＡＩチャットボット構築業務委託（長期継続） 株式会社サイネックス プロポーザル

1,595,000 甲賀市不具合箇所通報受付システム構築業務委託（長期継続）株式会社Ｂｏｔ　Ｅｘｐｒｅｓｓ プロポーザル

14 自治振興費 2
コミュニティ施設・地域拠点
施設管理運営経費

(3,411,840)

63,360 甲南第二地域市民センター警備委託 セコム株式会社 １者随契

126,720 水口地域・希望ケ丘地域市民センター警備委託 セコム株式会社 １者随契

158,400 油日地域市民センター夜間警備委託 綜合警備保障株式会社 １者随契

88,440 雲井地域市民センター夜間警備委託 綜合警備保障株式会社 １者随契

7



決算額（円） 件名 契約先 契約種類目 事業名

158,400 小原地域市民センター夜間警備委託 綜合警備保障株式会社 １者随契

88,440 朝宮地域市民センター夜間警備委託 綜合警備保障株式会社 １者随契

110,880 水口交流センター夜間警備保障業務委託 綜合警備保障株式会社 １者随契

156,200 水口交流センター電気保安管理業務委託 株式会社　メンテナンスセンター甲賀支店 競争見積

1,145,000 水口東部コミュニティセンター指定管理委託 一般社団法人水口岡山城の会 １者随契

1,316,000 水口北部コミュニティセンター指定管理委託 古城が丘区 １者随契

24 まちづくり活動センター管理事務 (3,209,820)

101,640 夜間警備保障業務委託 株式会社セコム １者随契

1,480,600 施設夜間管理業務委託 株式会社テクノス総合メンテナンスサービス 入札

289,520 施設夜間管理業務委託 株式会社テクノス総合メンテナンスサービス １者随契

189,660 電気工作物保安管理業務委託 株式会社　メンテナンスセンター甲賀支店 競争見積

409,200 昇降機保守点検業務委託 三菱電機ビルテクノサービス株式会社 １者随契

739,200 施設清掃業務業務委託 有限会社関西総合商社　 入札

９款　消防費

　　１項　消防費　　

事業名 決算額（円） 件名 契約先 契約種類

5 災害対策費 1 災害対策事業 (2,964,500)

36,300 防災コミュニティセンター清掃業務委託 ㈱メンテナンスセンター １社随契

1,399,200 緊急情報伝達システム保守業務委託 NECネッツエスアイ㈱京滋支店 １社随契

451,000 Jアラート設備保守点検業務委託 パナソニックシステムソリューションズジャパン㈱ １社随契

1,078,000 防災倉庫等資機材点検業務委託 株式会社　甲賀防災システム 競争見積

目
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（円）

うち交付金
対象事業費

・社会保険料等 763,300

・退職手当組合 551,544 人事課

・労働保険料 14,104

・消耗品費 12,578

・通信運搬費 231,968

・一般職給 3,939,600

・地域手当 118,188

・通勤手当 240,000

・時間外手当 100,000

・期末手当 571,471

・講師謝礼 75,000

・消耗品費 780,000

・印刷製本費 119,350

・通信運搬費 640,000

・調査協力謝礼 52,000

・市民協働事業提案制度負担金 498,000

4 25,435,000 21,526,762 25,000 ・いきいき農園利用料補助 25,000 長寿福祉課

・介護職員初任者研修費補助 63,900

・介護職員実務者研修費補助 97,700

・介護人材確保対策推進事業補助 385,000

6 1,180,000 900,000 500,000 ・社会福祉協議会活動事業補助 500,000 子育て政策課

決算額

1,076,364,263 1,328,948

テーマコミュニティ活動推進事業
(P.168-169)

2

１）地方創生推進交付金

3

1

中事業名（決算書ページ） 予算額
細節・細々節

政策推進課

330,985,000 161,606,902 244,546 政策推進課

546,600介護保険事業(P.232-233) 1,200,747,479 長寿福祉課1,202,790,000

政策推進事業(P.146-147)

児童福祉一般事業(P.246-247)

在宅老人福祉事業(P.226-229)

17,314,000

番
号

備考所管課

5

10,697,045 6,445,652

職員給与(P.122-125) 1,142,252,000

令和２年度　地方創生推進交付金及び地方創生拠点整備交付金

令和３年９月定例会 予算決算常任委員会 資料
関 連 議 案 番 号：議 案 第 ６１ 号
所 管 課 名 ：総合政策部政策推進課
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うち交付金
対象事業費

決算額中事業名（決算書ページ） 予算額
細節・細々節

番
号

備考所管課

・非常勤職員報酬 21,794

・費用弁償 495

・消耗品費 16,709

・印刷製本費 42,900

・教材費 2,035

・施設備品 59,180

・消耗品費 96,000

・印刷製本費 198,000

・通信運搬費 62,957

・女性の起業支援事業委託 99,000

・女性のキャリアアップ支援補助 361,000

・女性のためのお仕事フェア業務委託 364,760

・リーフ茶消費拡大推進業務委託 2,995,300

・甲賀の茶ブランド化研究調査業務委託 13,249,500

・有機栽培促進事業補助 19,974,850

10 7,000,000 6,000,500 6,000,500 ・都市農村交流推進事業委託 6,000,500 農業振興課

11 22,772,000 22,594,595 2,593,395 ・６次産業化推進事業業務委託 2,593,395 農業振興課

・チャレンジ農業推進事業補助 2,742,000 商工労政課

・園芸作物新技術導入設備設置事業補助 18,000 農業振興課

13 68,000,000 28,777,500 500,000 ・農園施設整備支援事業補助 500,000 農業振興課

14 21,500,000 8,186,378 4,592,279
・「スカーレット」で甲賀を盛り上げる推進協議
会補助

4,592,279 観光企画推進室

15 4,574,000 3,385,040 633,505 ・信楽伝統産業会館運営 633,505 商工労政課

16 1,844,000 1,130,631 957,000 ・創業支援補助 957,000 商工労政課

中山間地域等活性化事業(P.330-331)

12 水田営農活性化対策事業(P.334-337) 81,462,000 63,746,697

7

商工労政課

農業振興課

健康寿命を延ばそう事業(P.290-293) 1,830,000 395,113 143,113

商工振興事業(P.362-363)

2,760,000

商工施設運営事業(P.360-361)

1,181,7178

ロケーション推進事業(P.372-373)

9,503,000 7,785,953女性の活躍推進事業(P.314-317)

６次産業化・地産地消推進事業(P.330-331)

9 茶等生産振興対策事業(P.330-331) 90,715,000 74,570,878 36,219,650

活力あるむらづくり事業(P.336-337)

すこやか支援課
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うち交付金
対象事業費

決算額中事業名（決算書ページ） 予算額
細節・細々節

番
号

備考所管課

・非常勤職員報酬 2,015,916

・六古窯サミット企画運営業務委託 402,600

・信楽陶器まつり運営補助 1,500,000

・信楽まちなか芸術祭運営事業補助 1,760,000

・地域産業活性化支援事業補助 5,700,000

・食糧費 998,810

・印刷製本費 184,800

・首都圏等PR業務委託 1,485,000

・観光拠点施設運営業務委託 5,474,700

・日本忍者協議会負担金 200,000

・観光協会補助（ＤＭＣ） 689,378

・東海道にぎわい再生事業委託 497,200

19 3,000,000 2,785,900 1,500,000 ・忍びの里伊賀甲賀忍者協議会負担金 1,500,000 観光企画推進室

・消耗品費 877,800

・印刷製本費 99,000

・観光拠点施設展示業務委託 3,892,130

・飯道山登山道観光トイレ改修工事 12,870,000

21 2,000,000 1,430,000 1,430,000 ・道の駅あいの土山再整備基本構想策定業務委託 1,430,000 観光企画推進室

22 1,790,000 1,680,535 1,132,000 ・信楽高等学校地域支援協議会負担金 1,133,063 教育総務課

・非常勤職員報酬 7,058,608

・一般職給 3,979,200

・地域手当 119,376

・通勤手当 50,400

・期末手当 1,343,966

・社会保険料等 1,169,388
23

20 観光企画推進室

11,378,516

18 65,962,27478,531,000観光客誘致推進事業(P.370-371)

22,269,456

75,922,408 16,868,930

13,329,292母語支援事業(P442-445) 36,058,000 34,049,517 学校教育課

商工労政課

忍者日本遺産活用事業(P.372-373)

17 陶業振興事業(P.364-365) 28,037,000

観光企画推進室9,529,888

事務局運営事業(P.432-433)

77,550,000

観光施設運営事業(P.374-375)

観光地関連施設整備事業(P.374-377)
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うち交付金
対象事業費

決算額中事業名（決算書ページ） 予算額
細節・細々節

番
号

備考所管課

・労働保険料 25,224

・費用弁償 143,662

・消耗品費 46,351

・通信運搬費 39,712

・校務支援システム導入業務委託 8,477,426

・機器賃借料 83,160

・講師謝礼 428,000

25 175,819,000 147,541,577 2,422,122 ・校務支援システム導入業務委託 2,422,122 学校教育課

・非常勤職員報酬 1,351,188

・期末手当 190,291

・費用弁償 50,400

27 36,247,000 35,235,277 24,365,000 ・夢の学習事業委託 24,365,000 社会教育スポーツ課

・非常勤職員報酬 968,676

・費用弁償 36,637

・消耗品費 96,493

・燃料費 51,419

・修繕料 6,545

・手数料 107,318

29 21,279,000 16,091,167 891,000 ・金の卵プロジェクト事業委託 891,000 社会教育スポーツ課

2,719,523,000 2,341,307,774 159,366,206

うち交付金
対象事業費

1 5,170,000
（仮称）鮎河コミュニティセンター整備工事
　設計委託

5,170,000 推進

2 34,065,300 旧山内小学校施設整備負担金 34,065,300 拠点

330,985,000 39,235,300 39,235,300

338,780,995 学校教育課8,988,586ICT教育環境整備事業（小学校）(P.458-459)

28

388,052,000

細節・細々節

番
号

中事業名（決算書ページ） 予算額 決算額 所管課

生涯学習推進事業(P.488-489) 1,795,000

24

26

歴史文化財課

1,591,879

公民館運営事業(P.492-493)

1,591,879

合　計

備考

合　計

文化振興推進事業(P.520-523)

1,267,088水口岡山城跡活用事業(P.512-513) 3,740,000 2,006,483

ICT教育環境整備事業（中学校）(P.472-473)

社会教育スポーツ課

２）地方創生推進交付金（繰越）、地方創生拠点整備交付金（繰越）

政策推進事業（繰越）(P.149-151) 330,985,000 39,235,300 政策推進課
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件数順位 返礼品 返礼品分類 返礼品件数

1 近江牛ヒレステーキ 750g（4～5枚） 近江牛 2,852

2 となりのトトロ 信楽焼箸置4点セットtotoro-h 信楽焼 407

3 ごはん茶碗　とび茶生成りセットs18-wa12 信楽焼 392

4 近江牛切り落とし　500g 近江牛 306

5 信楽焼　ボウルL 淡青磁 s18-wa09 信楽焼 273

6 千と千尋の神隠しカオナシ 信楽焼ghibli-01 信楽焼 265

7 信楽焼　カレー皿ペアセット 信楽焼 238

8 信楽焼　ボウルM　とび茶生成りセット　s18-wa10 信楽焼 224

9 タラオカントリークラブで使えるクーポン券B 体験プラン（ゴルフ） 219

10 信楽焼　八角プレート(小)　鉄散&サビ釉セット 信楽焼 217

令和２年度　ふるさと納税返礼品　寄附件数上位実績

令和３年９月定例会　予算決算常任委員会　資料

関　連　議　案　番　号：議　案　第  ６１  号

関　連　科　目　：　歳出　　０２－０１－０８

所　管　課　名　：　総合政策部　政策推進課
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令和２年度 情報政策関係事業の実施状況について 

１．次期基幹系システム構築事業（おうみ自治体クラウド利用） 

事 業 概 要 

基幹系（住民基本台帳、税、福祉等）の業務システムについ

て、令和２年１１月におうみ自治体クラウド協議会のシステ

ムに移行し、１２月から利用を開始した。

構 築 費 

① 基幹系システム改修業務委託 ６７，０３４千円

おうみ自治体クラウドデータセンター内に基幹系基盤

を構築（住民記録、税情報、福祉システム等）

② 公金収納サービス導入業務委託 ２，９７０千円 

③ 基幹系システムデータ移行業務委託１０，５９８千円

④ 手数料（機器等処分） １０３千円 

維 持 管 理 費 

⑤ 機器賃借料 ３２，３４８千円 

・機器賃借料（基幹系端末 352 台、プリンター 62 台、

戸籍端末 17 台、プリンター 12 台）

・おうみ自治体クラウド利用料（基幹システム、コンビニ

交付、戸籍等サービス利用料）

⑥ 電算システム保守委託 ３，３７９千円 

⑦ 静脈認証システム保守委託 ４９３千円 

⑧ 通信運搬費（データセンター） １，５５７千円 

２．地域情報化推進事業・地域情報基盤整備事業 

（１）不要施設撤去事業補助

事 業 費 

９２，２３２千円 

（㈱あいコムこうかが旧事業者より引き継いだ不要資産の 

撤去に係る経費） 

補 助 金 額 ５３，４２８千円 

対 象 地 区 土山地域、甲賀地域、甲南地域、水口地域の一部 

引 込 線 撤 去 ４，８３７戸 

ケ ー ブ ル 撤 去 ４２７ｋｍ

自 営 柱 撤 去 １，００５本 

局 舎 撤 去 １２か所 

令和３年９月定例会 予算決算常任委員会 資料 

関 連 議 案 番 号 ： 議 案 第 ６ １ 号 

関 連 科 目 ： 歳 出  ０ ２ － ０ １ － ０ ９ 

所 管 課 名 ： 総 合 政 策 部  情 報 政 策 課 
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（２）経営改善計画モニタリング支援業務委託

委 託 金 額 ２，７５０千円 

委 託 概 要 
㈱あいコムこうかの経営改善に向けた、アクションプランの

進捗確認やモニタリングの実施 

（３）データ放送システム導入業務委託

委 託 金 額 ６，６２２千円（長期継続契約２７，０８２千円） 

委 託 概 要 
データ放送システムの更新を行い、防災情報や行政情報を発

信するコンテンツの強化を実施 

データ放送画面 

（４）㈱あいコムこうかへの主な支出

①情報政策課分

項 目 支出額 

インターネットプロバイダー接続料

（高速インターネット用、公衆無線ＬＡＮ用） 
５，７７０千円 

地域情報基盤施設管理業務委託 ５９，９５０千円 

地域情報基盤施設光ファイバー網増設調査設計業務委託 １９６千円 

地域情報サービス運営業務委託 １６，９９５千円 

八光地先光ファイバー引込標準外工事 ２５０千円 

屋外拡声器ＵＰＳ用バッテリ交換工事 ６１１千円 

地域情報基盤施設屋外拡声器移設工事 ２，５０４千円 

地域情報基盤施設撤去事業補助（再掲） ５３，４２８千円 

地域情報化整備負担金 

（音声放送端末機等設置に係る引込・宅内工事等負担金） 
１５，８１７千円 

共架料及び一束化設備利用料 １，３８９千円 

モバイル端末を活用した地域ＩＣＴ推進業務委託 ９，４９６千円

合 計 １６６，４０６千円 
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②情報政策課以外（各課）分（参考）

項 目 支出額 

開票事務撮影業務委託 ２４２千円 

市広報テレビ番組制作放送業務委託 ４６，６５７千円 

森林・林業シンポジウム会場設営業務委託 ９９千円 

教育学習支援動画作成業務委託 １，８１５千円 

甲南第一自治振興会移転工事 ７４千円 

甲南中部自治振興会移転工事 ６３千円 

甲南第一地域市民センター館内放送用端末設置工事 ３８千円 

甲南第一地域市民センター放送卓配線等移設工事 ８２千円 

土山学区自治振興会ネットワーク等移設工事 １６５千円 

土山地域市民センター音声告知端末機設置工事 ３８千円 

※その他、各施設におけるテレビ月額使用料等の支払いあり。

③その他

〇㈱あいコムこうか サービス加入状況（令和３年３月末現在）

３．スマートシティ推進事業 

（１）スマートシティ推進事業補助金

事 業 費 ３２，１４４千円 

補 助 金 額 １４，５６２千円 

事 業 概 要 

バスロケーションシステム及びデジタルサイネージ（電子看板）

を整備するコミュニティバス運行事業者に対して補助を行っ

た。 

補 助 対 象 
滋賀バス株式会社 

株式会社シガ・エージェント 

コミュニティ ムービー スーパー 計 有料 無料 計

水　口　町 1,818 1,003 94 2,915 2,518 5,513 8,031 2,134 2,795

土　山　町 1,078 285 41 1,404 1,682 455 2,137 1,011 1,489

甲 賀　町 1,246 248 35 1,529 2,072 671 2,743 1,392 1,853

甲 南　町 1,437 357 89 1,883 815 3,902 4,717 1,631 2,213

信　楽　町 917 213 60 1,190 2,352 902 3,254 984 1,585

計 6,496 2,106 319 8,921 9,439 11,443 20,882 7,152 9,935

地域
光テレビ 音声放送

インターネット 電話
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（２）公共施設予約システムの導入

事 業 費 

公共施設予約システム構築業務委託 ２，２００千円 

機器賃借料（公共施設予約システムサービス利用料） 

９６６千円 

事 業 概 要 公共施設予約システムを導入 

対 象 施 設 
まちづくり活動センター「まるーむ」、各町中央公民館、体育館

の計 50 室 

（３）おうみ自治体クラウド・ＲＰＡおよびＡＩ－ＯＣＲ導入及び運用・利用事業

事 業 費 １，６２８千円 

事 業 概 要 
ＡＩ等の技術を用いて、業務効率化・自動処理を行う仕組みを

おうみ自治体クラウド協議会を構成する自治体と共同で導入。 

対 象 業 務 
・市民税給与所得者異動届入力

・介護申請受付

（４）ＡＩチャットボットの導入

事 業 費 ２，６９５千円 

事 業 概 要 

・スマートフォン等から市の手続きやゴミの捨て方等の問い合

わせにＡＩが会話形式で回答するＡＩチャットボットを導入

・ＬＩＮＥを利用した道路等の不具合箇所通報システムを導入

（５）モバイル端末を活用した地域ＩＣＴ推進

事 業 費 ９，４９５千円 

事 業 概 要 

コロナ禍の休学中における家庭学習の機会確保のため、インタ

ーネット環境が整わない児童・生徒を対象に貸出用のモバイル

通信タブレット端末を整備。

デジタルサイネージ 

（貴生川駅） 
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自治振興会名
Ｈ２９年度
積立額

Ｈ３０年度
積立額

R１年度
積立額

R２年度
積立額

R３年度
積立（予定）額

かしわぎ自治振興会 １００，０００円 １００，０００円 １００，０００円 １００，０００円 ２００，０００円

みなくち自治振興会 １５０，０００円 １５０，０００円 １５０，０００円 ￣ ￣

綾野自治振興会 ２００，０００円 ￣ ￣ ￣ ￣

土山学区自治振興会 ２００，０００円 ￣ ￣ ￣ ￣

土山学区自治振興会 ￣ ３００，０００円 ３００，０００円 ４００，０００円 ￣

土山学区自治振興会 ￣ ￣ ２００，０００円 ２００，０００円 ￣

土山学区自治振興会 ￣ ￣ ￣ ￣ ３００，０００円

大野地域自治振興会 ￣ ４５０，０００円 ２００，０００円 ￣ ￣

油日自治振興会 ￣ ￣ ￣ ５００，０００円 ５００，０００円

甲南第一自治振興会 ２００，０００円 ２００，０００円 ￣ ￣ ￣

宮地区自治振興会 ２００，０００円 ２００，０００円 １００，０００円 ￣ ￣

甲南中部自治振興会 ３００，０００円 ４００，０００円 ￣ ￣ ￣

甲南中部自治振興会 ￣ ￣ ５００，０００円 ￣ ￣

信楽学区自治振興会　長野
分会

￣ ３００，０００円 ￣ ３００，０００円 ３００，０００円

令和３年９月定例会 予算決算常任委員会 資料 
 関 連 議 案 番 号 ： 議   案  第  ６１  号
 関   連   科   目 ： 歳出 ０２－０１－１４
 所   管   課   名 ： 総合政策部 政策推進課

旧東海道大野の歴史探訪事業
（Ｈ３０～R３、R４実施予定）

設立１０周年記念事業
（Ｈ２９～R３、R４実施予定）

宮地区歴史文化調査事業
（Ｈ２７～R１、R２実施）

老朽消防用ホース更新事業
（Ｈ２７～Ｈ３１、R１実施）

防災工事「農業用水貯水池の廃除整備」

（Ｈ３０、R１～R４、R５実施予定）

設立１０周年記念事業
（Ｈ２８～R１、R３実施予定）

歴史文化事業
（Ｈ２８～Ｈ３０、R１実施）

文化講演開催事業 第３期
（Ｈ２８～Ｈ２９、Ｈ３０実施）

安全・安心まちづくり事業
（R１、R２実施）

拠点防災広場整備事業 第４期
（R３～R５、R５実施予定）

環境整備事業
（R２～R６、R７実施予定）

積立事業を実施している自治振興会

備考

居場所づくり事業
（Ｈ２７～Ｈ３０、Ｈ２９実施）

文化講演開催事業 第４期
（R１～R２、R３実施予定）

拠点防災広場整備事業 第３期
（Ｈ３０～R２、R２実施）
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年度 返還額（円） 返還団体件数

平成23年度 3,726,969 １２件

平成24年度 1,846,564 ６件

平成25年度 357,174 ５件

平成26年度 495,747 １件

平成27年度 425,448 ２件

平成28年度 400,473 １件

※平成28年度 505,081 １件（積立金返還）

平成29年度 97,499 １件

平成30年度 981,369 ３件

令和元年度 815,220 ３件

令和２年度 7,852,572 １２件

自治振興交付金返還額一覧

令和３年９月定例会 予算決算常任委員会 資料

関 連 議 案 番 号 ： 議 案 第 ６１ 号

関 連 科 目 ： 歳出 ０２－０１－１４

所 管 課 名 ： 総合政策部 政策推進課
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特別定額給付金給付事業について 

◆特別定額給付金

●事業費

給付事業費 ９，０３０，２００，０００円 

給付事務費 ５２，６１５，９９３円 

（内訳概要） 会計年度職員給与等 ７，６２１，０３３円 

業務委託料等 ４４，９９４，９６０円 

●対象者数及び給付済者数

対象世帯数 ３６，３９８世帯 対象人数 ９０，５５３人 

給付世帯数 ３６，１８２世帯 

（９９．４％） 

給付人数 ９０，３０２人 

（９９．７％） 

（対象者条件）・令和２年４月２７日に甲賀市に住民登録がある方 

●申請方法等 ●無効申請

オンライン １，３３２件 辞退 ２件 

郵送申請（口座振替） ３４，８５０件 死亡による辞退 １件 

合計 ３６，１８２件 死亡後の申請 ５件 

●未申請者 ２０８件（２４３人）※内１２件は単身世帯死亡により申請不可 

◆新生児応援特別定額給付金

●事業費

給付事業費 ５４，８００，０００円 

給付事務費 ２３４，６６９円 

（内訳概要） 通信運搬費等 ２３４，６６９円 

●対象者数及び給付済者数

対象世帯数 ５４１世帯 

対象人数 ５５８人 令和２年度給付済者 ５４８人 

令和３年度給付済者 １０人 

（対象者条件）・令和２年４月２８日から令和３年３月３１日までの間に出生。か

つ、出生時に甲賀市に住民登録がされ、申請日まで引き続き登録され

ている新生児。 

●未申請者 ０件 ※令和３年度給付済者分は、令和３年度予算に繰り越して給付済

み。（１，０００千円） 

令和３年９月定例会 予算決算常任委員会 資料 

関 連 議 案 番 号 ：  議   案  第  ６１  号 

関   連   科   目 ：  歳 出 ０２－０１－０８ 

所   管   課   名 ：  総合政策部  政策推進課 
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